
2 款 1 項 10 目

17 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

10,420 10,420 10,420 10,420 10,420 52,100

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

市道防護柵等設置工事 箇所 10 12 6 11
カーブミラー設置、修繕 箇所 43 47 14 55

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 15,139 10,305 2,452 9,484

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 1,272 1,527 723 1,527
国庫支出金 0 0 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.16 0.19 0.09 0.19
人件費単価 7,954 8,042 8,042

1,528
合計 0 10,305 2,452 9,484

事業費
直接事業費 13,866 8,777 1,728 7,956
人件費 1,273 1,528 724

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

市の管理する道路における交通環境の改善、交通事故の防止、交通の円滑化

事業の内容

・市道防護柵等の設置・市道反射鏡の修繕、設置

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

　地元からの要望や、交通指導員、また交通安全協会各支部から聞き取りを行い、道路状況や危険度等を検
証し、緊急性の高いものから計画的に事業実施を行う。

事業の対象 一般市民

根拠法令等
伊予市交通安全の保持に関する条例、道路法４２条

予算科目

総合計画での位置付け
住環境の整備と生活安全の確保〜はつらつ住みよいまちづくり〜
消防・防災・安全の確保

事業の性格 法定事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 危機管理課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業

564
記入者情報 所属長： 泉 仁 担当責任者： 宮田 哲二

事務事業名 交通安全施設整備事業



2二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

課題認識

地元からの要望に対し必要性や緊急性の検討を行い計画的な施設整備及び適切な維持管理に努める。
当事業は交通安全対策特別交付金を活用しているため、市道での施設整備としている。

二次評価

B成果向上の可能性 3
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 3

Bコスト効率

課題認識

本来であれば、道路上において最も優先されるのは歩行者であり、交差点等、目視の困難な場所であっ
ても車両等は一時停止、徐行運転により、歩行者の安全が確保されるべきであるが、現実に照らし合わ
せた上で、歩行者の安全を確保するには、道路反射鏡の設置が欠かせない。その上で、必要性、緊急性
を速やかに判断して、状況に応じた適切な対応が重要である。また、既存の交通安全施設の適切な維持
管理に取組み、事故防止に努める。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B

3
受益者負担の適正 4

施策への貢献度 4

市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 3

有効性
事業の効果 3

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 3

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率 4
受益者負担の適正 4

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 3

目　　標 55 59 65 0
実　　績 53 66 0 0

成果指標

成果指標
交通安全施設設置箇所数（修繕含む）

指標設定の
考え方

安全な交通網の構築という観点から、交通安全施設の設置数を成果指標とする。

区分年度 26年度 27年度 28年度



2
経営者会議の最終判断

事業の方向性
現状のまま継続する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


